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国保保険料(税)賦課政策 と被保険者負担(2)*
小 松 秀 和
1保 険料(税 〉賦課政策 と負担の公平性の問題
前編までの分析で明らかになった,保 険者規模別保険料(税)賦 課政策の違
いをさらに鮮明にするために第1図,第2図 ,第3図 を用意 した。横軸は被保
険者の保険料(税)負 担能力を反映する 「収入」を表 し,縦軸は保険料(税)
賦課額を表す。異なる 「収入」階級に属する被保険者の賦課保険料(税)を,
小規模保険者(第1図)と 大規模保険者(第2図)に 分けて示 している。第3
図は,そ れらを一緒.に描いたものであ り,それによって,同 じ負担能力を有す
る者であっても属する保険者(市 町村)の 規模に応 じて,実際の保険料(税)
賦課額に差が生 じる様子 を見ることができる。
ここで新たに 「収入」という概念を持ち出 したのは,「所得」の意味を明確
にするためである。「所得」には2種 類あ り,ひ とつは,あ る一定期間内に経
済主体が獲得 した総金銭収入額のことであ り,もうひとつは,そ の総金銭収入
額にある人為的処理を施 して得た数値g)ことである。後者の具体例 としては,
税法.トの 「課税総所得金額」などがある。両者は金額的に異なる概念なので区
別 して用いなければならない。そこで,前 者の所得を 「収入」,後者 をそのま
ま 「所得」 と呼ぶことによって,以後違う概念 として扱 う。
*本 稿は,文 部省科学研究 費補助金 による研究成果の一一部であ り,1999(平成11)年lb月17日の
日本経済学会における発表稿 を加筆修正 したものであ る。
本研究の遂 行に当たっては,京 都大学 の西村周三教授 に御指導頂いた。また,学 会発表 の際 に
は,早 稲田大 学の馬場義久教授 ならびに法政 大学の小椋 正立教授 か ら貴重なコメ ン トを頂 いた。
この場 を借 りて,謝 意 を表 したい。







































































































でない 「所得」を,そ のまま,..国保被保険者の資力を表す指標 として用いるこ







図の説明に戻ろう。第1図 および第2図 には,標 準的な保険料(税).賦課方
法が太点線で描かれている。これを実際の賦課政策を表す実線と比較すること
20〔102)第166巻 第2号
によって,各 保険者の賦 課政策の特徴 をよ り鮮 明にで きる。前述 した ように,
賦課方法 には 「応益割」 と 「応能割」 があ り,あ る収入水準 をは さんで,前 者
だ けを負担す る者 と両方 を負担す る者 とに分かれ る。点bお よび点Fが その境
界 を表 してい る。さ らに,応 能割 を負担す る場合に も,保 険料(税)算 定額が
賦 課限度内に とどまる者 と限度額 を超 える者 があ り,こ れ は点9お よび点IIに
よって分け られ る。以後,こ れ らを第1,第2,第 合グループ として区別す る。
小規模保 険者 の賦課政策の大 きな特徴 は,他 の保険者 に比べて応益割構成割
合 を相対 的に高 く設定 してい る点 と,所 得割算定方式 と して 「旧ただ し書 き方
式」 を採 用 してい る点で あ る。.前者 の特徴 は,申 請軽減 を可能 にす ることに
よって,軽 減措置 適用範 囲をよ り右 に広 げる効果 をもつ。 これは第3図 を見 る
と分か りやすい。 大規模保険者 と比べてDdの.分 だ.け軽減措 置対象者が右 に広
が ってい る。 また,後 者の特徴 は,所 得割対象者数を比較 的多 く確保す る効果
を もつ ので,第2.グ ループの始 ま り,す なわち,所 得割が賦課 され る最低収入
額 を標 準点近 くに設定 で きる(第1図 点b)。 ただ し,応 益 割構成割合 が比 較
的高 い とはい って も標準の応益額には及ばないので,そ の分,所 得割料 率を標
準 よ りも高 くして不足額を カバー しなければならない。第1図 上の応能割を示
す実線cdお よびegの 傾 きが標準線 よ りも急勾配 になってい るの はこのため
であ る。
ここまでは,小 規模保賛賭 の賦課政策 を収入 グルー プご とに 「横」 の関係 に
注 目して きたが,次 に,そ れ を標準線(太 点線)と の 「縦」 の関係 に注 目 して
分析 する。標準線 よ りも下 にあ る場 合は,徴 収すべ き保険料(税)が 標準 よ り
不足 していることを意味 し,上 にあ る場合 は,標 準 よ り多 く保険料.(税)を徴
収 していることを意味す る。第1図 の第1グ ループか ら第2グ ルー プにか けて
の領域abcdelkとklfijは標準額 との比較 にお いてマイナ.スの状 態 にあ る。 し
か し,前 者の領域 は法定 および申請軽減額 に相 当す る部分 なので,保 険基盤安
定繰 入金 によって賄 うこ とが許 され.る(その うち市 町村 の独 自負担 は4分 の




割料率の引き上げによって補填 している。 しか し,それでも足 りない場合は,
積立金を取 り崩 した り,あるいは,予めマイナスが膨 らむことを見越 して,.一



















一方,領域MFGは 応能割不適用世帯を広 げた結果生 じたものである。した




の結果,必 然的にその他の方法(基 金からの取 り崩しゃ.・一般会計か らの繰 り入





















1}設 立の経緯か らして,国 保被保 険者 のぽとんどが農林水産業者お よびその他 自営業者 だと思 わ
れてい る面があ り,こ 二で世帯 主を被用者 と仮定す るのは不 自然に映るか もしれ ない。 しか し実
際の ところ.第3表 が示 すよ うに,1995(平成7)年 度時点で最大多数を占めているのは無職者
の42.5%であ り,その他 自営業 は23,0%,農林水 産業に至 って は8.1%に過 ぎない。意外 なこと
に被用者は23.8%を占め,何 と無職者 に次いで多いのである,こ のよ うなデー タから,国 保世帯
主を被用者 と仮定 して もまった く不 自然 なことではない ことが分か るであろう。
2)特 定扶養 親族 とは,扶 養親族 のうち年齢16歳以 卜23歳未満の者をいう。
第1表
国保保険料(概)賦課政策と被保険者負担(2) (105)23
収入階級別,標準世帯の 「旧ただ し書き所得」および 「本文所得」
〔単位:万円)
眠 人階級 0-162.5162.5～18018D-360360-660660-1,0001.000一















総 所 得 金 額 x-65. 0,7x-18 G.9x-120D,95.一170
給与特別控除額




































本 文 所 得* x-238 O.6x-1730.7x-1910.8x.一2270,9x-2930.95X-343
*本 文所得では,給 与所得 控除はみ とめられ ていない。
注:筆 者推計。
第2表 収入階級別.標準世帯の.「地方税所得割額」(単 位 二万円)
収入階 級 272.85-360360-533.75533.75-660660-1,097.891,097、89～
世 帯 主 収 入



















詳 しい説明 は専門書 に譲 るとして,こ こで は,そ れ らの要素 の実際の金額 とそ
こか ら算定 され.る「収入」および 「所得」 を第1表 および第2表 にまとめた。
それ によると,所 得割算定 方式 として 「旧ただ し書 き方式」,「地方税所得割
額方式」を採用 した場合 の最低収 入額 はそれぞれ,100万円,273万円 とな る3)。
3)第1表 および第2表 の計算方法 について簡単に説明す る。第1表 は,収 入 階級別 の 「旧ただ し
書 き所得 」および 「本文所得」の具体額であ る。給 与所 得.に対 する給 与所得控 除額 は収.入額 に応
じて異 なるので,収.入階級 はそれ を反映 させて分類 してある。旧ただ し書き所得 は.そ れ ぞれの
収入金額か ら給与所得控除額 および給与特 別控 除(2万円)を 怪 除 した ものである。本文所得の







H世 帯の属性 と国保保険料(税)負 担との関係
これ までの分析で特徴 的だ った のは,大 規模保険者の方が小規模保 険者 と比
べて,低 収 入世帯 を優遇す る傾向が強い ことであ った。.しか し,こ れは,あ く
まで も標準 世帯 を念頭 に計算 した結果であ って,実 際に優遇 を受 けている世帯
のなか には様 々な属性 を持つ世帯が混在 している。 そのため,負 担 の公平性 に
つ いて考 える場合,属 性の違い も一緒に考慮 する必 要が ある。 というのも,大
規模保険者 のなかでその ような優 遇を受けている世帯 は,.決して標準 的な世帯
で はな く,あ る特徴 的な属性 を持 つ世帯で ある可能性が高いか らであ る。そ こ
で以下では,大 規模 保険者において優遇 を受 ける世帯が一体 どの ような属性 を
持つ世帯であるのかを明 らか に して,属 性 の違いが負担 の公平性 に及 ぼす影響
について分析 する。
保 険料(税)負 担額 を決め る要素が主 に3つ ある ことは前節で述べ た通 りで

























つ。 とい うのは,1995(平成7)年 度時点 における無職世帯世帯主の,実 に
86」%が60歳以.ヒの高齢加入者だからである。 しか しここで奇妙なことが起 こ
る。前述したように,60歳以上の被保険者構成割合は保険者の規模が小さいほ
ど高いので,本 来なら小規模保険者の方が無職世帯が多くなって然るべ きであ











4)1991(平 成3)年 か ら1995(「F成7)年 に か け て の 無 職 世帯 の 割 合 は,38.4%一・40.4%一・
40,6%→41.9%→42.5妬の よ う に推 移 して い る。
?26〔lo8〕 第董66巻第2号








20万人以 上 全保 険者









































































齢者 とその他給与所得者が ともに単身世帯の場合を考える(つ まり,配偶者控
除,.特別配偶者控除,扶養控除などの家族構成に関わ る控除を無視する)と,
前者の場合ば公的年金等控除額の他に.48万円の 「老年者控除」が認められる
(ただ し,1,0⑪O万円の所得制限あ り)。さらに,給 与特別控除がわずか2万 円
なのに対 して,年金所得 に対 しては地方税法附則第35条の4の特例措置によっ
て17万円が控除される。以上を合わせると,高齢者の所得はその他給与所得者
と比べて138万円過小に評価 されているのである。つまり,高齢単身世帯につ
いて 「所得無 し」 とされる世帯であっても,実際は138万円までの所得を有す



































出所;導 出省保険局 調査課編 口997]より作成。
所得割適用範囲の狭小化)を 多数の非高齢被保険者,特 に中 ・高所得世帯への
過重応能負担で穴埋めしている結果なのである、その証拠に,賦課限度額を超
える世帯 は大規模保険者になるほど多い。それでも,.1世帯当た りの保険料
(税)調定額が少な くて済んでいるのは,非高齢被保険者を比較的多 く抱 えて
いることで保険料(税)賦 課総額の1人 当り負担額を抑えられることと,一般
会計か ら多額の繰 り入れを行っているためである。一方の小規模保険者では,
高齢被保険者比率が相対的に高いため,一 般会計か らの繰 り入れや保険料.
(税).の法定 ・申請軽減措置を実施 して もなお,保険料(税)調 定額の平均値
が大規模保険者のそれを上回る。それを賄 うため小規模保険者では,応益割を




が生 じていることである。そして,そ の格差 も単純なものでなく,年齢によっ
て正反対の結果を招 くものである。つまり,被保険者が非高齢,.中・高所得者
である場合は,保険者規模が大 きいほど保険料(税)負 担が重 く,逆に,被保
険者が高齢である場合は,保険者規模が大きいほど保険料(税)負 担が軽い。
したがって,現行国保では,年齢という 「属性1に よる影響 と,保険者の賦課
.政策による影響 とが複雑に絡み合いながら,被保険者間に不公平な負担を強い
ているのである。
国保保 険料 〔税)賦課政 策 と被保険者負担(2) 〔111)29
IIIお わ り に
本稿では,主 に].995(平成7)年 度の国民健康保険に関する資料 に基づいて,
国保保険料(税)賦 課政策と保険料(税)負 担 との関係を,保険者の規模に応
じて分析 した。本稿 の重要な前提は,議 論を国保保険料(税)の 賦課局面に













割賦課基準 となる所得計算を 「旧ただし書き方式」以外の 「税制援用方式」で





















高齢者の罹病 リスクが相対的に高いため,特 にそう考えら乳ている。 したがっ
て,公 的医療保険の中核 をなす国民健康保険において,高齢者の保険料.(税)
負担額をで きるだけ軽減 しようとするのは理解出来る。 しか し,1995(平成
ア)年度時点において,高齢者1人 当たりの医療費がそれ以外のおよそ5倍 に
.も及び,老 人医療費(患 者負担分を除 く)が約.8兆4,877億円で国民医療費全





と保険料(税)負 担との問題ではなく,何 らかの政策的意図によって,実 際以
上に負担能力が低 く評価されてしまう高齢者 と保険料(税)負 担との関係なの
である。高齢者の所得計算上の優遇措置が他と比べて非常に厚 く,しかも,そ
の医療費のほとんどが他の被保険者によつで賄われている5)現状を考えれば,
5>1995(平成7)年 度時点の老人医療費全体 に占める 自己負担比率 は5.2%。残 る30.6%を公 ノ
国保保険料(税)賦課政 策 と被保 険者 負担 〔2) (113>31
そのような所得計算上の優遇措置を見直す時期 に来ているのではないだろうか。













＼費,64.2%を各医療保 険制度 からの拠出金で賄 っている.
